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平成30年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
2,118,539 2,128,900 2,132,500 21,185 21,289 21,325 6,820 7,051 7,293

2,864 2,822 2,753 2,890 2,891 2,638 11,131 11,466 11,615

739.7 754.4 774.6 7.33 7.36 8.08 61.3 61.5 62.8

739.1 715.9 708.9 5.32 5.06 5.17 57.0 58.7 59.5

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
18,129 18,181 18,209 1,441 1,614 1,701 199,352 204,600 195,900

21,185 21,289 21,325 18,505 18,616 18,602 2,864 2,822 2,753

85.6 85.4 85.4 7.8 8.7 9.1 69.6 72.5 71.2

80.5 79.8 79.1 13.5 14.5 14.8 110.2 110.8 111.3

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
305,386 310,800 311,600 344 314 239 116 93 81

2,864 2,822 2,753 △ 329 △ 377 △ 198 2,109 2,132 2,036

106.6 110.1 113.2 15 △ 63 41 5.5 4.4 4.0

144.1 144.5 148.6 59.7 △ 3.2 △ 24.0 5.6 6.0 6.2

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

分析欄：

１．資産の状況

住民一人当たりの資産額は774.6万円となり、前年度と比較し
て、20.2万円の増加となっています。類似団体平均値と比較して
も高めとなっています。これは、行政面積等にも大きく影響され
ることであり、資産だけではなく、負債や純資産とのバランスを
見る必要があります。また、資産が多い場合、それだけ住民の
福祉の増進や住民サービスに寄与することになります。しかし、
その一方で資産の大きさに応じて維持補修費などのコストが発
生します。
歳入額に対する資産の比率においては、8.08年となり、前年度
と比較して0.72年増加しています。類似団体平均値と比較すると
高めの傾向です。
有形固定資産減価償却率は62.8％と前年度よりも増加、類似団
体平均値と比較すると高めの傾向となっています。この指標は
町全体の資産の老朽化度合いを示すものであり、今後は町とし
ての資産老朽化対策を各計画に基づき行います。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

２．資産と負債の比率

平成30年度における資産に対する純資産の割合は、85.4％とな
り、前年度から変動はありません。類似団体平均値と比較する
と高めとなっています。
資産形成に対する地方債の残高をみると9.1%となり、昨年度より
も微増となっています。また、類似団体平均値と比較しても低め
の傾向になっています。これは資産に対してどれだけの地方債
発行を示したかというものであり、これまで資産形成に対して地
方債発行を抑制したことがわかります。
しかし一方では、老朽化対策を講じるために今後資産の更新等
が想定され、あわせて国庫補助金等も抑制の傾向になっていま
す。今後はより一層、資産形成に対する財源の確保と計画的な
老朽化対策に努めます。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

住民一人当たりの純行政コストは71.2万円となり、昨年度よりも
1.9万円の増加となっています。類似団体平均値と比較すると、
低めの傾向になっています。
前年度よりも減少となったのは純行政コストが減少し、人口が微
減となったためです。
今後はより一層効率的な財政運営に努めます。

受益者負担比率は、4.0％と前年度よりも減少となり、類似団体
平均値と比較すると低めの傾向になっています。
経常収益のうち諸収入等のその他収益が減少ししたために前
年度よりも減少となっています。
本指標については、村全体としての把握だけではなく、受益者
負担のある施設やサービスについてのコストと受益者負担を見
ることが必要となっています。
今後はより適正な受益者負担を目指し、サービス提供向上を図
るとともに、受益者の負担を考慮した運営に努めます。

４．負債の状況

人口一人当たりの負債額は113.2万円となり、前年度よりも3.1万
円の増加となっています。類似団体平均値と比較すると低めの
傾向になっています。
基礎的財政収支は41百万円となり、大規模事業のあった昨年
度と比較すると大幅に改善となっています。
類似団体平均値と比較しても高めの傾向です。本指標について
は、１時点だけでみるものではなく、これまでの経過や今後の財
政計画とあわせてみるものです。基礎的財政収支がマイナスが
続けば地方債発行が増加していることを示し、プラスが続けば
地方債発行を抑制し、償還が進んでいるこを示します。
今後は、町としての財政運営に対して地方債発行を抑制しなが
らも町の行政サービスの最大化に努めます。

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況
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